
　１　大学の教育研究等の質の向上に関する目標

　　(1) 教育に関する目標
　　　　ア　学部教育に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO. 評価報告書への記載箇所
全体評価⑤

（1）期待①

b 平成２７年度の幹事校としてリードしながら、
公立四大学合同大学説明会を進める。

公立四大学合同説明会を幹事校として6月14日に実施
し、284名の来場があり、本学の在学生による個別説
明会で、40名の相談を受けた。 B

d 総合デザイン工学科の社会人選抜制度を継続す
るとともに、現在までの選抜方法と社会人学生の
受講状況を調査することにより、より適切な試験
方法を検討する。

総合デザイン工学科の社会人・A日程での特別選抜入
試を実施し、社会人出願者が前年度3名であったもの
が、7名に増加した。

B

より適切な試験方法の検討に向
け、社会人学生の成績評価値
(GPA)調査を行った。

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、中期計画のアドミッション
ポリシーに基づく入学者選抜の実施と、年度計画の大学知名度を上げることの関連
性が見えにくいと感じました。

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、年度計画の
欄では「大学知名度を上げて行く」とあり、この点の実績については追記をお願い
したい。　　　　　  　　評価；B

③中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられる。大学知名度の
向上に向けては特徴ある教育・研究・地域貢献・就職状況など、様々なアピールポ
イントを持つ事も重要と考えられるので、引き続き取り組みをお願いしたい。
評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、実績のところで、来校者の
増加を具体的に示すとなお良いと思います。

②評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、数値は前年度との比較で示
していただけるとなお良いと思われます。

②評価；B

②評価；B

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、年度計画に
ある周知対象の再検討についてはどのような活動を行ったか？　追記をお願いした
い。　　　評価；B

③評価；B

②評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、潜在的ニーズをより明確に
示していただけるとよいと思います。

②評価；B

②評価；B

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、一方で、年
度計画にある「受講状況調査による、より適切な試験方法の検討」は実施できてい
るか？追記をお願いしたい。　　　評価；B

③評価；B

B 8

a 平成２６年度の年度計画の結果を踏まえ、総合
デザイン工学科において社会人学生の課題を検討
するとともに、社会人選抜制度、授業方法等につ
いての検討を行う。

総合デザイン工学科において、社会人の履修状況や卒
業状況を検証し継続して課題の検討を行った。具体的
には2年前に改革した社会人選抜制度を今年度も継続
実施し、検証を行った。授業方法においては、授業時
間帯を一部、昼の時間帯に移行させるなど改善を行
なった。

B 6

b アンケートの集計結果を基に社会人教育のニー
ズについて検証する。

市内企業を対象としたアンケートの集計結果を見ると
市内の企業では、一般論として社会人が大学で学ぶこ
とについては、専門的な分野を学ぶことができるとい
う点において、意義があると考えている。また、本学
の社会人教育実施の認知度は低いが、潜在的ニーズが
あることを確認した。引き続き、社会人教育のニーズ
について検証する。

B

9

7

c 引き続き前後期各１科目を５時限において開講
し、履修状況を確認する。

一部の科目において５時限に開講した。平成２８年度
においても引き続き一部科目を５時限に開講し、履修
状況を確認し、今後の時間割編成の参考とする。

①-3　総合デザイン工学科では、社会人の受け入れのために夜
間及び土曜日の開講を継続し、社会人募集を積極的に行う。ま
た、就学者の実情に合わせて、昼の時間帯への授業時間の拡充
を検討する。

中期目標

①工学の各分野に対する高い関心と基礎的な学力を持ち、将来国内外の社会において活躍したいと考える向上心のある学生を受け入れる。あわせて、社会人にも門戸を開き、働きながら学ぶ意欲のある学生を積極的に受け入れる。

d 専門部会で広報計画を立て、予備校の訪問な
ど、周知対象の再検討を進め、広報戦略を検討す
る。

新たな広報戦略について議論を行い、専門部会を設
け、秋のオープンキャンパスを実施した。夏のオープ
ンキャンパスは前年度を約100人上回る850人の参加
者、秋は前年度比約2倍の249人の参加者、高等学校教
員対象説明会は53校の高等学校の教員の参加があっ
た。

B

項目１捕捉説明参照
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3

c 各説明会においてアンケート調査を実施し、そ
の結果を各委員会で検証する。

オープンキャンパスや高等学校教員対象説明会のアン
ケート結果を基に検証し、オープンキャンパスの全体
説明会を午前、午後の２部構成での実施や高等学校教
員対象説明会では、高校の３者面談開催前の平日開催
とする日程変更等の改善をすすめ、各説明会を実施し
た。その結果、本年度のアンケート結果においても、
おおむね好評の結果となった。

B 4

a 今までのオープンキャンパスや高等学校教員対
象説明会の結果を検証し、開催内容及び開催時期
を検討する。

オープンキャンパスや高等学校教員対象説明会では、
内容について検証し、秋のオープンキャンパスの全体
説明会では学生による学科紹介の実施を、高等学校教
員対象説明会では事前質問に対する回答書の配付等の
改善をすすめ、前年度と比較し来校者は増加した。ま
た、次年度の開催時期も決定をした。

B 2

B

入試結果検証を基に周知対象学
校等の再検討を行い、大学案
内、募集要項等の送付学校等を
前年の2,112校から、2,594校に
送付する取り組みを行った。

1

中期計画 年度計画 業務の実績
入試結果や如何に知名度が上がるかについて各委員会
で検証し、平成28年度入学者選抜において、生命情報
学科で一般選抜の募集人員の変更を行い、建築学科で
実施教科・科目、配点等の変更を行った。また、平成
29年度入学者選抜において、生物工学科で特別選抜・
推薦での書類審査変更、生命情報学科で一般選抜後期
日程での配点等変更、帰国生徒や私費外国人留学生に
ついても、書類審査等の見直しを行い、予告を行っ
た。

①-2　学生募集活動を強化するために広報委員会に専門部会を
設けるとともに、オープンキャンパスや説明会の開催等を積極
的に展開する。

①-1　「入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）」に基
づき、入学者選抜を行う。また、毎年入試結果について検証を
行い、検証結果を公表するとともに必要な改善を行う。

a 入試結果を検証しながら、本学に合った個性的
な入学試験方法の検討を開始し、大学知名度を上
げていく。

評価、意見等 
①＝後藤委員意見   ②＝篠塚委員長意見 1回目 
③＝篠委委員長意見 2回目 大学からの補足事項（赤字追記）を踏まえた意見 
④＝富山委員意見  

評価報告書への記載箇所 
・全体評価＝P.2,3 
・評価＝特筆すべき事項及び評価できる事項 
・期待＝今後に期待する事項 



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
後藤委員　全体評価
委員長　（１）期待①

後藤委員　全体評価

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
後藤委員　全体評価

（１）評価①

（１）評価①

①インターンシップ受け入れ企業と参加者がともに増えているとことは高く評価で
きると思われます。

②インターンシップ参加実績も連続して増加し、また受け入れ企業、特に市内企業
数が着実に増加している事は大きく評価できる。今後はこれが市内企業への実際の
就職に繋がる様、引き続き取り組みをお願いしたい。評価；A

①平成27年度の報告において、3年間の公募型研究のすばらしい成果が確認できまし
た。今後も期待するとともに、地域貢献や就職の実績を効果的に広報するとよいと
思われます。

②公募型共同研究取り組みを通じて、４名の参加学生の共同研究先への就職を実現
させる等の実績を上げる等、中期計画達成に向けて特筆すべき進捗状況に有ると言
える。一方で、本取り組みが学生の市内への就職の促進に繋がる様にするには、さ
らなる取組みの強化が望まれる。　評価；A

③公募型共同研究取り組みを通じて、27年度においても２名の参加学生の共同研究
先への就職を実現させる等の実績を上げる等、中期計画達成に向けて特筆すべき進
捗状況に有ると言える。本取り組みを通じて、学生の市内への就職のさらなる促進
に期待したい。　評価；A

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、教員の学会
への参加状況の把握は行っているか？追加資料の提出をお願いしたい　　評価：保
留

③評価：B

資料１「平成２７年度　イン
ターンシップ実施結果」

14

b 市内企業等との共同研究に学生を参画させ、企
業への就職につなげる。

公募型共同研究の結果、これまでに、研究に加わった
4人の学生が共同研究先の東証一部上場企業等に就職
した。（平成26年度3人、平成27年度1人）今年度も13
社の企業との公募型共同研究を実施した。

A

資料２「公募型共同研究報告」
公募型共同研究による平成27年
度の就職実績
㈱ヤマトに2名就職

12

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1　基礎教育科目においては、専門技術者として必要な工学
基礎科目に加え、人文科学科目、社会科学科目及び語学科目を
充実させて、幅広い人間力を育む教育を行なう。

②-2　基礎教育科目の充実を効率的に進めるため、県内公立４
大学等の連携に基づきそれぞれの長所を生かした単位互換を進
める。

a アンケート結果をもとに、公立四大学の単位互
換を充実させるための方策の検討や県内私立大学
に拡大することへの再検討を行う。

アンケートでは単位互換履修について周知が不十分で
あること、手続きの面倒さや、(他大学への)交通手段
がない等意見が出ており、まずは、単位互換履修につ
いて周知を強化することとした。また、県内私立大学
への単位互換履修の拡大については、公立四大学の単
位互換履修を充実させてから、再度検討する。

15

③-3　教員が学会等に積極的に参加し、最新の技術に関する知
識を身につけ、講義等において学生に還元する。

a 教員の学会等への参加を授業に支障が出ない範
囲で推奨し、情報収集を行う環境を整備する。

教員の学会等への参加については、広範な知識や技術
を身につけるため、特に制限することもなく、参加を
推奨した。

B

学会等への参加状況の全体の把
握は行っていないが、研究費等
を使用して参加する場合、研修
旅行申請により把握している。 16

③-2　企業等との連携やインターンシップの充実を図り、学生
の市内への就職を促進する。

a 引き続き、市内企業等でのインターンシップに
より学生に市内企業等での就業を経験させ、就職
を促す。そのための継続した市内企業等や業界組
合等の関係団体への訪問を行い、積極的な受け入
れを依頼する。

キャリアセンター運営委員（教職員）とコーディネー
ターが県内企業へ学生の受け入れお願いするための訪
問及び群馬県建設技術センターからの受入れ先企業紹
介等の協力を頂きながら、各学科教員の積極的な指導
のもと昨年度実績を超える学生が参加した。
・H27年度実績 118人（受入れ企業52社、うち市内企
業22社）
・H26年度実績 104人（受入れ企業41社、うち市内企
業16社）

A

13

中期目標

③学部の専門教育においては、技術革新や価値観の多様化等の社会環境の変化に柔軟かつ的確に対応できる能力を培い、卒業後、市内産業分野をはじめとして社会の様々な分野で専門技術者として指導的役割を担うことができる人材を育成する。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1　学生に、専攻分野ごとの履修モデルを明示し、系統的な
学習を進めやすくするとともに、カリキュラム構成は常に点検
し、標準修業年限である４年ごとに見直しを行う。

a 履修モデルを統一したことによる成果及び問題
点を検証する。

履修モデルを統一し、それに基づく指導を各学科で実
施した。引き続き成果と問題点について検証を行う。

B

a 開設した各科目について、履修状況を検証し、
必要があれば科目の追加及び変更を行う。

学科の専門科目の履修に配慮し、平成28年度に試験的
に一部科目の開講時限を変更し、検証を行うこととし
た。

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、幅広い人間力を育む教育を
行うことという中期目標に対する年度計画および実績の説明としては、わかり難い
と思われます。

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、年度計画で
は履修状況の検証に基づき、科目の追加・変更を行うと有り,実績ではこれについて
述べられていない。この点追記をお願いしたい。　評価；B

③中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられる。引き続き科目
の追加や内容の点検等、DPやCPに沿った形での教育内容の点検・改善を進めていた
だきたい。　評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、基礎科目としての語学科目
の位置づけに対する年度計画及び実績の説明としてはがわかり難いと思われます。

②評価；B

B

中期目標

②評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、年度計画では、検証すると
なっているものの、実績では、どのような検証結果であるかの説明がわかり難いよ
うに思われます。

②評価；B

B

各学科の必修専門科目の開講時
間によって、基礎教育科目の履
修に制限が発生しないように配
慮した時間割を作成した。（重
複した場合は専門科目の開講時
間を変更）

10

b 語学科目の変更による影響及び問題点を検証す
る。

英語科目の開設コマ数を増やして半期に履修できる英
語科目を制限をすることにより、英語科目を履修でき
ない学生の対策を行った。学生が希望する曜日・時限
に履修することができないことや時間割変更により英
語以外の語学科目（ドイツ語、フランス語)に履修者
が集中する状況になっているため、今後その対策につ
いて検討する。

B 11

②学部の基礎教育においては、幅広い教養を養い、豊かな人間性を育む。



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価①

（１）評価①

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、カリキュラムの有効性の検
証結果と改正内容を明示できるとなお良いと思われます。

②評価；A

③「業務の実績」に記載されている第2文は、年度計画に合致していないので、削除
した方がいいのではないか。その場合、補足事項の資料3も削除することになろう。

①面談の実施など、計画を上回って実施できていると考えられます。一方で、効果
的な学習・生活指導のための面談実施等、改善されたプロセスを明確に示していた
だけるとなお良いと思われます。

②評価；A

③「業務の実績」に記載されている「また、今年度から・・・」文は、年度計画に
合致していないので、削除した方がいいのではないか。しかし、内容はとても良い
ので、どこか適切な場所へ移動した方がいいと考える。

②評価；B

①次年度講義への反映について、
改善の有無を検証できるよう、双方を連携させる仕組みに変更したり、アンケート
項目の見直しについて、人事評価と授業アンケートを分離し、今後授業改善に活か
せるようなアンケート項目に変更し、毎年実施に変更したことについて、高く評価
できると思われます。

②アンケート結果に対する教員からのコメントは、学生に周知されるシステムと
なっているか？　追加の説明をお願いしたい。　　　　　　　評価：保留

③アンケートに関しては授業改善に向けての重要な取り組みであり、今後もその活
用を進めていただきたい。また、学生へのフィードバックに関しても、やり方等含
めて検討を進めていただきたい。　　　　　　　評価：A

②評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、年次計画では、有効性の検
証となっているので、実績では、どのような検証結果であったかの説明できるとな
お良いと思われます。

②評価；B

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、TOEIC受験状
況（受験者数）の推移はどう変化しているか？追加の説明をお願いしたい　　評
価：保留

③評価：B

各学科において改定したカリキュラムの有効性の検証
を行い、必要に応じてカリキュラムの改正を行ってい
る。今年度カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポ
リシーの策定を行った。

c 引き続き学生にわかりやすく工夫してシラバス
が作成され、常に講義に合わせて更新されている
か検証し、問題点の改善を行う。

各学科がシラバスを作成後、教務委員会において点検
を行い、必要に応じてフォーマットの変更を行った。

⑤-3　学生へのＴＯＥＩＣ受験を奨励し、英語力の向上を図
る。

a 平成２６年度よりキャリアセンター単位認定科
目として実施している「キャリアＴＯＥＩC」を
推奨し、ＴＯＥＩC受験者を増やす。受験者の動
向や結果について引き続き検証し、平成２８年度
（次期中期計画）以後の取り組みについて検討を
行う。

キャリアＴＯＥＩCによる単位認定を推奨した。ま
た、大学生協と学内で開催されるカレッジＴＯＥＩC
の日程調整などの開催についての協力や後援会が行う
受験料補助について周知を行った。
キャリアTOEICの単位認定については平成２７年度に
おいては、1名の学生について認定を行った。

B

学生全体のＴＯＥＩＣ受験状況
については、把握できていない
ため、平成28年度にアンケート
調査を実施し、把握に努めてい
る。 23

B 22

⑤-2　学内の各種の委員会の構成員に基礎教育センターの教員
を含めるなどして、本学の教育研究に基礎教育センターの意見
を取り込める体制を作る。

（計画達成） （計画達成）

-

中期計画 年度計画 業務の実績
⑤-1　専門教育科目の理解を深めることに直結する数学及び物
理については、より効果的な成果が得られるよう教育手法を常
に検証する。

a 平成２７年度より新たに改変及び新設した数学
と物理の科目について、その有効性の検証を行
う。

今年度から４年間を通して検証を行う計画であり、順
次検証を行った。

次年度からアンケート項目を変更することで作業を開
始した。 B 21

中期目標

⑤学生の基礎的能力を強化することを目的に、初年次教育科目及び基礎教育科目の充実を行い、これを担う「基礎教育センター」の体制を強化する。

B

資料４「授業評価アンケート結
果（例）」 19

④-2　毎年度、授業評価アンケートを行い、その結果を踏まえ
て授業内容の改善を行い、教育の質を高める。

a 授業評価アンケートを後期に実施するととも
に、アンケート項目について引き続き検討する。

後期に授業アンケートを実施した。アンケート集計
後、各教員ごとに担当講義の結果を送り、改善が必要
と判断された項目などにコメントの提出を求め、次年
度の講義に反映させるようにした。
平成28年度実施に向け授業アンケートの項目の見直し
を実施した。

A

教員コメントの学生周知は行っ
ていない。

20

b アンケート結果や教員コメントを基に、項目の
検討を行うとともに、改善点や問題点を洗い出
す。

A

資料３「３つのポリシー」

17

b 各学科で学科の教育目標や授業目標を基に学生
へわかりやすく説明ができているか検証する。

ガイダンスやオリエンテーション、授業において教育
目標や授業目標を学生に説明できているか各学科で確
認した。また、今年度から半期ごとに指導が必要な学
生を対象に履修登録開始までに面談を実施し、学習･
生活指導を行った。

A 18

④-1　学生に対して提示する教育目標及び講義、実習等の学習
計画（シラバス）をより分かりやすいものとし、一人一人の学
生が、授業や実習の内容、到達目標、成績評価基準等をしっか
り把握して、効果的な学習ができるようにする。

a 改定したカリキュラムの有効性の検証を平成２
７年度から行う。

中期計画 年度計画 業務の実績

中期目標

④学生の効果的な学習活動を支援するため、全ての学科において入学時から卒業までのカリキュラムの明確な体系化を行い、教育の質の向上を図る。



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価①

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、年度計画では、セミナーの
結果の検証となっているので、実績では、セミナーの参加者のアンケート結果等を
示していただけると良いと思われます。

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、「キャリア
支援プログラム」は単なる「セミナー」では無い様に見受けられる。この点、記述
の仕方を再考しては如何か？　　　　評価：B

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、キャリアセ
ンターと教務委員会や地域連携推進センターとの協力を実現する上でどのようなシ
ステムができているのか（恒常的な連絡委員会の設置、あるいはそれぞれの委員会
構成の見直しなど）がハッキリしない。追加の説明をお願いしたい。　　評価；B

②評価；B

①計画を上回って実施できたと考えられます。一方で、自己評価Aとする根拠資料
は、参加者数だけでなく、参加者アンケート結果等を用いるとなお良いと思われ
る。

②本学だけでなく近隣他大学化からも良いクの受講者が参加している事は評価出
る。評価；A

就活時の企業と学生とのミスマッチによる離職が多い
と言われている事から、職務適性や性格特徴を把握す
る事ができ、更に学生に負担の無い様に無料の適性診
断テストを導入した。また、診断テストの結果をもと
にフィードバックガイダンスを併せて開催し将来の進
路についてアドバイスを行った。

B 29

⑥-5　求人側と学生の意識のズレから生じる雇用のミスマッチ
を防ぐため、インターンシップの実施を拡大する。また、これ
による単位認定を推進する。

a インターンシップの更なる拡大を図る。各学科
の参加状況や結果を検証し、全学科の単位認定化
を推進する。

単位認定化を行っていない学科の学生も積極的にイン
ターンシップへ参加した。引き続き多くの学生が積極
的に参加できるよう更なる受入れ先開拓を行い受入企
業の拡大や体制を構築し、併せて単位認定化について
検討していく。

B

【実績】
単位認定化学科　4学科
(社会環境工学､建築､システム
生体､総合デザイン)
H26年度　69人→H27年度　79人

単位認定化検討学科　2学科
(生命情報､生物工学)
H26年度　26人→H27年度　34人

30

⑥-4　本学卒業生の早期離職を防ぐため、卒業生の就業状況を
把握、分析し、その結果を反映したキャリア支援教育を行う

a 卒業生就業調査の実施結果を検証し、継続した
調査を行う。調査結果を分析し、キャリア支援プ
ログラムに反映させる。

昨年度に引き続き離職状況についての調査を実施した
が回収率（送付９８０人、回答１５人、回収率
1.53％）が低かったため、回収率を上げる調査方法に
ついては費用対効果を検証し引き続き検討するととも
に、離職原因の上位とされている企業（業種）とのミ
スマッチを防ぐためのガイダンスを開催して支援し
た。

B 28

b 引き続き、本学と全国的な状況を比較・検討
し、その結果をキャリア支援教育に活用し、支援
内容の改善を図っていく。

b 面接対応の重要性から、学外の専門相談員によ
る面接指導や相談を行うことにより、就職支援の
強化を図る。

委託した外部講師による指導を実施した（4.6.7.2月
実施）。コミュニケーション能力の更なる向上及び実
践的な環境に慣れるため、本学において、他大学学生
及び既卒者を招き公務員試験対策グループディスカッ
ション並びに集団模擬面接を行った。

a 継続した業務委託により、常駐コーディネー
ター（就職相談員）を配置し、学生の就職活動を
支援する。

企業人事経験のあるコーディネーターを配置して学生
への支援を行った。業務委託先（就職支援企業）から
のノウハウや情報を共有して積極的な支援を行った。

B 26

b 引き続き、各学科や教員が保有する情報等も活
用してインターンシップ受入企業の更なる拡大を
図る。そのため、教職員が積極的に企業訪問を行
う。

大学の夏季休業期間に教員及びコーディネーターが過
去に採用のあった企業を訪問した。また、県外の企業
にも情報交換会等を通じて今後の積極的な採用やイン
ターンシップの受け入れについてお願いしており、積
極的な周知を行うため本年度、運営委員教員から提案
があったキャリアセンターパンフレットを後援会支援
により作成し配布した。

A

・資料５「２０１５年度　夏季
訪問企業一覧」
・キャリアセンターパンフレッ
ト

31

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、キャリア支援プログラムに
反映した結果（ガイダンスの内容）を示していただけるとなお良いと思われます。

②評価；B

②評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。一方で、インターンシップ受け入れ
企業の推移や参加学生数の推移を示していただけるとなお良いと思われます。

②中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況に有ると考えられるが、単位認定化
した学科とそうでない学科のそれぞれの数を示して欲しい。評価；保留

③評価；B

①計画を上回って実施できていると考えられます。キャリアセンターパンフレット
の作成部数と配布先の概要があるとなお良いと思われます。

②実績の欄には訪問企業総数やその結果としての新たな受け入れ先数等も記述すべ
きでは？   評価；A

⑥-2　キャリアセンターは、キャリア支援プログラムが時代の
変化に対応したものになるように教務委員会と協力し、また、
学生の社会の中での実践活動を支えるため地域連携推進セン
ターと協力する。

a キャリア支援教育に関する研修受講や地域連携
推進センター開催事業について積極的に情報を提
供し、参加を促す。

学外で行われるキャリア支援教育や就職に関する講義
等について学内セミナーやキャリアセンターで広報・
周知し参加の呼び掛けを行い、また、ビジネス交流会
などの地域連携推進センターが主催・共催しているイ
ベントについても学生及び教員への周知について連携
した。

B 25

⑥-3　就職相談業務を専門業者に委託し、学生の就職活動を的
確に支援できるようする。

⑥-1　キャリアセンターを中心とし、職業に対する意識の向
上、コミュニケーション能力の開発、社会へ出ていくための実
践力等の育成につながるキャリア支援プログラムを構築する。

a 確立されて実行しているキャリア支援・就職支
援プログラム（セミナー）の結果を検証して見直
していく。また、コミュニケーション能力向上の
ためのプログラムの検討を行う。

就活スケジュールの変更に合せたキャリア支援・就職
支援プログラム（セミナー）を実施した。内定を得る
ために必要な知識と能力を段階的に示した支援プログ
ラムを実行しコミュニケーション能力向上のためのグ
ループディスカッションや集団模擬面接及び自己分
析・自己ＰＲセミナーを実施した。また、今後の学生
支援のため、昨今重要視されている学生の就職、卒後
支援に関するメンタルヘルス対策セミナーに参加する
など更なる支援強化を図った。

B 24

中期目標

⑥学生の卒業後の進路を考慮し、キャリア支援教育を重視したカリキュラムを編成して実施するとともに、学生の就職に係る相談及び支援の体制を強化する。

中期計画 年度計画 業務の実績

A

延べ参加人数
本学 　３２人、群馬大  ３
人、高経大１０人、県立女　１
人、東北大１人、既卒者　９人 27



　　　　イ　大学院教育に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価①

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。アンケート結果の概要を示していた
だけるとなお良いと思われます。

②アンケートで指摘された改善を要する点等については、今後着実な実行をお願い
したい。　　評価：B
②評価：B

②評価：B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。把握した内容の概要があるとなお良
いと思われます。

②評価：B

②評価：B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。中期計画の系統的な学習・研究がで
きるようにするために、具体的な計画と検証があるとなお良いと思われます。

②評価：B

②評価：B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。指導力を養成の一環として、リーダ
シップの養成を強化するためにどのような検討を行ったか示すことができるとなお
良いと思われます。

②評価：B

②評価：B

②大学院前後期共に内部からの志願者が増加した事は評価できる。
評価：B

②評価：B

②-3 博士前期課程の学生をティーチング・アシスタントとし
て教育補助業務を担当させ、指導力を養成するとともに、修士
論文の作成に発展させる。

a ＴＡ（ティーチング・アシスタント）の業務内
容と責任について議論を行い、業務内容の拡大に
よりリーダシップの養成を強化する。

詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。

B 43

b 限られた財源の中ですべての大学院生がＴＡ
（ティーチング・アシスタント）を担当できるよ
う勤務時間などを工夫する。

詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。

B 44

41

②-2 博士前期課程の学生に早期の段階から研究の目標及び方
向性を見つける指導を研究指導教員を中心に実施する。

a 研究テーマの背景や現状を深く理解できるよう
早い時期に院生とよく話し合うことを目的に、中
間発表会を実施する。

大学院1年次生、2年次生ともに9月30日に中間発表会
を実施した。 B 42

②-1 博士前期課程については、専攻分野ごとの履修モデルと
学位の授与基準を明示し、系統的な学習・研究ができるように
する。

a 各専攻の履修モデルと学位授与基準をより明確
にし、ホームページ等で公開する。

ディプロマ・ポリシーを策定し、公表した。
B

資料３「３つのポリシー」
40

b 公表している学位授与基準や手続きが理解でき
るものか確認し、問題点を修正する。

今年度新たにディプロマ・ポリシーの策定を行った。
来年度以降ディプロマ・ポリシーや手続きが理解でき
るものか引き続き検証し、問題があれば修正を行う。 B

a 大学院案内冊子、ホームページなどで積極的に
周知していく。また、官公庁、企業等へ訪問し、
大学院の魅力を伝える。そのため、社会人入学者
を増やすための企業向けの案内冊子の作成につい
て検討する。

大学院案内を作成し、社会人の方への周知も含め、新
たに募集用の開設研究室一覧を作成しホームページで
積極的に周知した。引き続き、社会人特別選抜を実施
し、前期課程1名、後期課程1名の入学者があった。

d 大学院全体の説明会に加え、前期課程から後期
課程への進学を想定した大学院環境・生命工学専
攻の分野別入学説明会の実施を検討する。

大学院入学説明会については、学内進学希望者からの
申込みのみであったため、個別説明対応とした。ま
た、後期課程の入学者の4名の内、3名が学内からの進
学者選抜により入学した。

b 魅力的な案内冊子にするために、研究活動のア
ピールポイントを絞ったり、メリハリをつけるな
どの改訂を実施する。

受験者にとって見やすい大学院案内冊子になるよう改
訂し、デジタルパンフレットや電子媒体でも読むこと
ができことを周知した。

B 33

B 39

中期目標

②博士前期課程では、学部教育で培われた教養と専門の基礎能力を、講義や演習等により向上させるとともに、研究に関する能力を養成し、高い専門性を身に付けた高度専門技術者及び研究者を育てる。

中期計画 年度計画 業務の実績

B 37

b 学部３年後期から卒業研究の準備を始め、その
際、進学予定者に大学院での研究へ発展、継続可
能（３年間又は６年間かけて取り組める）な研究
テーマを設定する。

学部３年後期から卒業研究の準備を始めるとともに、
進学予定者には大学院での研究へ発展、継続可能な研
究テーマを設定するよう各指導教員が指導した。 B 38

①-2 大学院での研究テーマを大学院の進学希望者が早い段階
から持てるようにするため、学部教育の取組を推進する。

a 大学院の各研究室の研究テーマについて、学部
の講義・演習課目との関連性をそれぞれの講義・
演習時間中に丁寧に説明する。

研究テーマについて、学部の講義・演習課目との関連
性をそれぞれ各教員が講義・演習時間等を利用し説明
した。

c 研究指導教員は、個別指導などを通じ、常に学
生の状況を把握するように努める。

研究指導教員は、普段の研究指導や個別指導を通じて
学生の状況を把握している。

②評価：B

②評価：B

中期目標

①独創的な発想力と、研究に対する実行力を持ち、専門分野を極めたいという意欲のある人材を受け入れる。

B 35

e 本学の大学院生や学生募集説明会等においてア
ンケート調査を実施し、その結果を検証する。

アンケート調査では、大学院生の学習環境、情報機
器、学生サポートについてはおおむね満足の状況で、
休講などの迅速な伝達について改善する部分があるこ
とが分かった。

B 36

B 32

c 半期ごとのガイダンスや助言、教員面談におい
て、大学院進学のメリットを丁寧に説明し、内部
進学希望者の増加を目指す。

博士前期課程の内部進学志願者は、前年度42名から53
名に増加し、博士後期課程の内部進学志願者は、前年
度1名から3名に増加した。

B 34

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 大学院についても、「入学者受入方針（アドミッショ
ン・ポリシー）」を公表し、入学者選抜を行う。また、入学説
明会を実施するとともに、大学の内外に向けて募集活動を行
う。



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（１）評価①

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（１）期待①

（１）期待①

（１）期待①

②評価；B

②中期計画達成に向けて、早急なアンケート調査の開始が望まれる。評価；C

②評価；C

②分野横断型シンポジウムでは、時間帯を分野毎に分けるよりも、１つのセッショ
ン中に複数（全）分野の発表を盛り込む方が効果的ではないか？　　　評価；A

②評価；B

②評価；B

②評価；B

②実績欄に記載が無く、評価ができません。

③この項目では参加学生の総数や、そのアウトプット（学会発表数・特許の申請取
得数・論文等の執筆数、実用化に至った例等）によっては、評価を上げても良いの
では無いかと思います。如何でしょうか？

②評価；B

①　④－1ｂが6年間の教育プログラムの必要性・導入可能性の判断がされた後にカ
リキュラムの検討をすることから、計画通りに遂行することが望まれます。

②中期計画達成に向けて、早急な検討開始が望まれる。評価；C

②上記No.52と合わせて、早急な検討開始が望まれる。　評価；C

④「５〜６年次に実施し、学部５年間」と書かれているが「学部４年間」の間違え
ではないか？

55
④-3 大学院における教育システムが社会及び経済の動向並び
に時代の要請に対応しているかについて、各専攻及び評価・改
善委員会において博士後期課程の標準修業年限である３年ごと
に検証する。

④-2 博士前期課程入学時から博士後期課程修了までの５年間
を通した研究計画を可能とするシステムを構築する。

a 博士後期課程へ進学する大学院生においては、
修士論文の提出なしで修士の学位を授与できる制
度について検討する。

詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。

B 54

中期目標

④大学院の教育においては、社会及び経済の動向並びに時代の要請に対応して学部と大学院の入学時からの一貫した教育システムを構築する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 学部から大学院博士前期課程までの６年間を一貫して学
習しうる教育プログラムを整備する。

b 社会が本学大学院の学生に望む姿（技術、知
識）について評価・改善委員会で議論を継続す
る。また、社会を変革するようなイノベーション
にかかる研究を実施しているかについても議論す
る。

評価・改善委員会で議論を行った。

C 56

a ６年間の教育プログラムの必要性や導入可能性
などについて、学科会議及び専攻会議で具体的に
検討し、融合を図る。

現時点で教育プログラムの必要性や導入可能性などに
ついて、具体的な検討がされていないが、学科会議及
び専攻会議での検討状況を踏まえて６年間の教育プロ
グラムの必要性・導入可能性について検討をしていく
こととした。

b 特別研究は、５〜６年次に実施し、学部５年間
は、講義や実験・実習のみのカリキュラムについ
て検討する。

６年間の教育プログラムの必要性・導入可能性が判断
された後にカリキュラムについて検討することとし
た。

C 52

C 53

a 商工会議所を通じて、地域社会の本学大学院へ
の要望についてアンケート調査を実施する。

評価・改善委員会にてアンケート内容の検討を行っ
た。 C

48

③-3 博士後期課程の学生を国内外の先駆的・先端的な研究に
参画させることにより、研究能力を高め、創造力を養う。

③-2 博士後期課程にティーチング・アシスタント及びリサー
チ・アシスタントの制度を導入することにより、指導力を養成
するとともに、研究能力を向上させる。

a ＲＡ（リサーチ・アシスタント）制度の検討を
行う。

詳細な議論を行うため、ＷＧを立ち上げ、他機関との
調整や各種諸問題を解決すための検討を行った。 B 47

b 博士後期課程の学生のＲＡ（リサーチ・アシス
タント）などに使える外部資金制度を調査し、申
請するとともに、これまでの実績を検証する。

詳細な議論を行うため、ＷＧを立ち上げ、他機関との
調整や各種諸問題を解決すための検討を行った。 B

 【記載漏れ】
共同研究37件（うち公募型共同研究13件）受託研究6
件の契約を締結し、研究を進めるなかで、多数の学
生・院生が研究補助員等として研究に参画することに
より、学生・院生の研究能力を高め、創造力を養うこ
とができた。

a 共同研究等を通じて、各研究室の学生及び大学
院生を研究に参画させる。

B 49

b 博士後期課程の学生に民間財団や学術振興会の
国外短期留学等を支援する奨励金の申請を指導す
る。

一部の奨励金の申請を指導した。
B 50

c 外国の研究者の招聘を積極的に行い、大学院生
にホストを勤めさせることにより、国外研究者と
の積極的な交流を図れるようにする。

大学院生が積極的な交流を図れるよう担当教員に周知
した。 B 51②評価；B

45

b 現在学部生のみに適用されている後援会及び同
窓会の支援を大学院生にも拡大し、国外の学会や
国際学会への参加を奨励する。

同窓会や後援会に支援に同意していただけるよう、提
案を行った。現在、引き続き調整中である。 B 46

中期目標

③博士後期課程では、専門の能力を一層深めるとともに、先駆的・先端的な技術課題に率先して取り組む能力を高め、豊かな創造性と主体性を備えた高度専門技術者及び研究者を育てる。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 博士後期課程については、分野横断型工学研究シンポジ
ウムでの発表等を通して、特別研究の発展を図るとともに、国
内外の先駆的・先端的な研究に参画させることにより、研究能
力を高め、創造力を養う。

a 分野横断型シンポジウム運営委員会の総力を挙
げて、より多くの第一線の著名研究者を招聘す
る。

著名研究者を招聘するだけではなく、博士前期・後期
課程合同の発表会を開催した。

A

資料６「合同発表会プログラ
ム」



　　(2) 研究に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価②

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

②中期計画の達成指標としてどのようなものを考えているのか明瞭で無い様に感じ
る。　評価；保留

③評価；B

①共同研究に積極的に取組み、充実が図られていることから、特筆すべき成果であ
ると思われます。その背景と考えられる推進センターの活動とともに、より社会に
アピールするとよいと思われます。

②共同研究については平成２５年度以降件数・金額共に大きく増加し、２７年度は
何れも過去最高となっている。今後とも、特に市内・県内企業との共同あるいは受
託研究の活性化に努めていただきたい。　　評価；A

①合同発表会を開催したことは評価に値します。一方で、分野横断型工学研究シン
ポジウムの開催を軌道に乗せ、学内共同研究のノウハウやアイデアを発掘するため
に、どのような効果につながっているか、引き続き検証をお願いしたいと思いま
す。

②本項目は、項目No.45と重複しているのではないか？　　評価；保留

③本項目は、項目No.45と重複しているのではないか？　　評価；保留

④「業務の実績」に記載されている内容は、年度計画に合致していない。たとえ
ば、「課題等を洗い出した結果として、博士前期課程も含めたなら」、そのように
記載した方が良い。

②評価；B

②評価；B

①中期計画の目標に対し、年度計画と実績が関係しているかどうか、わかりやすい
説明をお願いしたいと思います。

②評価；B

②評価；Bb 群馬県地域共同リポジトリに研究紀要掲載論文
を掲載するとともに、ホームページでの広報につ
いて検討する。

平成26年度研究紀要に掲載した論文を群馬県地域共同
リポジトリへ掲載した。また、附属図書館のページに
同リポジトリへのリンクを掲載した。

B 63

61

③-2 教員の学術団体の論文集への掲載件数を増やすととも
に、その掲載状況について大学のホームページで公開する。

a 引き続き、論文発表等の実績があり、かつ、教
育及び研究に意欲のある教員を積極的に採用す
る。

教員の採用に当たっては、教員審査委員会及び教員資
格審査で論文数等の確認を行うとともに、全教員によ
る教員審査で教育歴や論文数等を確認した。 B 62

中期目標

③各種研究の成果等の情報を集積し、それを積極的に学外に発信する。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 学位論文の概要、審査概要等を大学のホームページで公
表する。

a 博士学位論文について群馬県地域共同リポジト
リへ掲載を行い、本学ホームページにおいても周
知を行う。

博士学位論文審査に合格した学生４名の学位論文につ
いて、群馬県地域共同リポジトリへ掲載した。 B

②-3 学内に学科や専攻の枠を超えた教員の研究チームを構築
し、学内共同研究を進める。

a 引き続き、研究委員会を中心に、教員の研究
テーマについて整理し、学内共同研究が進められ
る環境整備について検討する。

研究者総覧の作成時に各教員の研究キーワードを収集
し、活用方法を検討した。 B 60

A

資料６「合同発表会プログラ
ム」

59

②-2 大学院工学研究科環境・生命工学専攻（博士後期課程）
の分野横断型工学研究シンポジウムの開催を軌道に乗せ、学内
共同研究のノウハウやアイデアを発掘する。

a 平成２６年度の開催結果の検証を行い、軌道に
乗せるための課題等を洗い出す。

後期課程だけではなく博士前期課程も含めた合同発表
会を開催した。

②-1 学科を超えた工学研究を進めるために、学科間の協力に
よる研究に重点研究費を配分する。

（計画達成） （計画達成）
-

中期目標

②従来の分野別や個別の研究のみにとどまらず、学内共同研究の促進を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績

57

①-2 民間企業、他大学、各種研究機関等との共同研究に積極
的に取り組む。

a 引き続き、地域連携推進センターを中心に企業
との連携を深め、共同研究の充実を図る。

共同研究について、平成24年度3件（ほか公募型共同
研究11件）、平成25年度20件（うち公募型共同研究13
件）、平成26年度26件（うち公募型共同研究12件）、
平成27年度は38件（うち公募型共同研究13件）の契
約・研究に着手し、共同研究の充実を図ることができ
た。

A

資料７「外部研究資金の獲得状
況」

58

中期目標

①基礎から応用に至る幅広い研究を展開し、その成果を社会に還元することにより、持続可能な社会の発展に貢献する。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 環境共生技術及び生命工学技術に係る教育研究を深める
ことにより、持続可能な社会の発展に貢献する。

a 商工会議所、前橋市役所等を介したパブリシ
ティーの実施や、群馬県内の就職実績のある企業
にポスター等を郵送することを引き続き実施す
る。

詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。

B

ご指摘のとおり、達成目標が明
確でなかったため、明確化に向
けて議論を開始した。



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（１）評価②

（１）期待②

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（１）期待②

（１）期待②

（１）期待②

①公募型共同研究報告において、すばらしい成果が確認できました。今後も期待す
るとともに、この成果を効果的に広報するとよいと思います。

②公募型共同研究ではこれまで１８社との共同研究で査読付き論文６編、特許出願
９件、実用化４件等の実績を上げるなど、中期計画達成に向けて特筆すべき進捗状
況に有ると言える。さらなる取組みの強化を期待したい。　評価；A

④この報告書は、平成27年度のものなので、記載する内容は原則として平成27年度
のものに限るべきである。この点からみると、「業務の実績」に記載されている第2
文以降は、平成27年度のものではないように伺われる。もしそうだとしたら、ここ
の内容は第I期全体の報告書に記載することになると思われる。

②ネットワークの構築に関しては、関連する組織との間の定期的な意見交換会な
ど、恒常性あるいは継続性を持ったシステム構築についても検討を進めていただき
たい。評価；A

②評価；B

②評価：B

⑤-3 科学研究費補助金等の外部資金申請件数等を教員評価に
反映する。

（計画達成） （計画達成） -

⑤-2 教員研究費の配分については、外部資金の確保努力等を
考慮し、新たな配分方法に改善する。

a 引き続き、科学研究費補助金の応募を行わない
教員への教員研究費（一般）の配分方法を検討す
る。

基礎研究費を昨年度より２割少ない額で配分し、科学
研究費採択者には直接経費の額に応じて研究振興費と
して追加配分を行った。また、科学研究費の応募条件
である研究倫理研修の未受講者には、来年度より教員
研究費（一般）の配分を行わないことを決定した。

B 69

②項目６７〜６９は相互に関連しており、研究活動の向上及び競争的資金の獲得に
繋がる様、今後もこれらの取り組みを一体として進めて言って欲しい。　　　評
価：B
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a 重点教育研究費（科学研究費採択支援研究費）
により、本年度不採択者に対する次年度採択に向
けた支援を行う。

重点教育研究費（独創的研究活動費）を科学研究費の
採択支援用研究費として配分した。本研究費に採択さ
れた教員全員が科学研究費への応募を行った。

B 68

中期目標

⑤研究活動の向上を目指し、科学研究費補助金等の競争的資金の獲得拡充を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績
⑤-1 外部資金の獲得に全学で取り組み、文部科学省科学研究
費補助金等の確保に努める。

a 引き続き、外部講師による科学研究費補助金応
募説明会を開催し、科学研究費補助金の応募率向
上を目指す。

9月16日に外部講師を迎え、科学研究費獲得のための
申請書の書き方についての研修会を実施した。 B

④-3 群馬大学等の他大学及び研究機関、民間企業、前橋市及
び群馬県等の行政機関、前橋商工会議所等の各種団体との連携
を強化する。

a 群馬大学、前橋市、群馬県、前橋商工会議所等
との連携に係る意見交換を進める

群馬産学官金連携推進会議（7/6）、産学連携フォー
ラム（平成２６年度公募型共同研究事業成果発表会・
7/23）、産学連携協定締結金融機関等意見交換会
（7/30、9/16）、産学官金連帯フェスタ（11/2）等へ
の出席を通じ、意見交換を進めることができた。

B 66

②評価：B
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④-2 産官学連携による学内外との組織的研究の成果について
相互に利用するネットワークを構築し、活用する。

a 地域連携推進センターを中心に、研究の成果を
発展させる産学官連携事業のあり方について検討
する。

公募型共同研究については、昨年度、市産業政策課と
検討のうえ、本学のマッチング機能を産学連携に活か
すため、本年度も継続することとなった。また、群馬
県が主催する新規事業（ぐんまフェア：10/24～
10/28、群馬県ヘルスケアフォーラム／群馬県ヘルス
ケア産業展10/28）にも積極的に参加し、成果発表の
場を広げるなど事業のあり方を検討した。

A

資料２「公募型共同研究報告」
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中期目標

④産官学連携による学内外との組織的研究を積極的に実施する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 公募型共同課題研究プロジェクトを推進し、その成果を
活用する。

a 前橋市の公募型共同課題研究プロジェクトの動
向により、同プロジェクトを実施する。

平成27年度も公募型共同研究事業を募集し、採択され
た13社と契約・研究に着手した。公募型共同研究の実
績としては、平成24年度から平成26年度までの3か年
において、共同研究を行った企業は18社であり、う
ち、特許出願が9件、実用化が7件、国の補助金に展開
したものが3社であった。また、共同研究に参画した
本学教員は29人であり、学会発表については、口頭発
表が16件、査読付き学会誌論文が6編の計22件であっ
た。以上のように、企業・本学ともに大きな成果をあ
げることができた。

A

資料２「公募型共同研究報告」



　　(3) 地域貢献に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価③

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（１）評価③

（１）評価③

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

B

・群馬県主催：女性技術者職場
環境改善提案ワークショップ
（３人）
・前橋市主催：学生の定着促進
に向けたワークショップ（４
人）
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中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 前橋市や群馬県が行う事業に、教職員も学生も積極的に
参加・協力し、地域社会の一員としての責任を果たし、地域貢
献する。

a キャリア支援教育の中で社会参加への重要性を
講義し、さらに、学生が地域貢献活動に参加でき
る機会を提供する。

キャリア形成セミナー等で社会参加の重要性について
講義や新入生ガイダンス時には地域貢献学生スタッフ
制度等の活動について参加を促し、教員の協力のもと
本年度は群馬県や前橋市が開催したワークショップへ
学生が参加し他大学の学生と積極的な意見交換を行っ
た。
学生が地域貢献活動に参加できるよう、学内掲示や在
学生専用サイトで随時情報提供を行いながら、前橋市
等の行事に積極的に参加を促した。総合デザイン工学
科の学生・教員による、前橋市が行った○○特区事業
への協力や、アーツ前橋関連イベントとして、学長や
石田教授が講師として参画した。

中期目標

③地方自治体等が行う各種事業に、大学として積極的に参加することにより、学生の地域貢献に関する意欲を喚起する。

資料８「まちなかキャンパス
前橋工科大シリーズ」
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②-2 前橋市をはじめとした地方公共団体や国等の政策形成へ
積極的に参画するとともに、地域のまちづくりや民間企業に対
するアドバイザー機能を強化する。

a 教員が国や地方公共団体の依頼に基づき、審議
会等に積極的に参画し、公立大学としての機能や
価値を地域での活動で発揮する。

教員が国や地方公共団体の依頼に基づき、審議会等に
積極的に参画した。 B 74

b 地域課題の解決に貢献するため、地域課題研究
の効果的な実施方法について検討する。

平成27年度は、技術開発課題・地域活性化課題・予備
課題を募集し、採択された技術開発2課題、地域活性
化課題5課題の研究に着手した。この全課題につい
て、前橋商工会議所が主催する「まちなかキャンパ
ス」において成果発表を行い、前橋商工会議所との連
携を強化するとともに、研究成果を市民に還元した。

A

①地域連携推進センターが、他の年度計画と実績においても効果的な役割を果たし
ており、中期目標に向けて順調に計画が水していると評価できます。来年度の年度
計画においては、より達成度が明確になるような計画をお願いしたいです。

②前橋市、前橋商工会議所と「御用聞き型企業訪問実施のための連携に関する協
定」を締結し、３者連携のうえ、御用聞き型企業訪問を行ったことは評価できる。
評価；A

②評価：B

②平成27年度中に術開発課題・地域活性化課題・予備課題を募集し、採択された技
術開発2課題、地域活性化課題5課題の研究に着手するなど、中期計画の達成に向け
て特筆すべき進捗状況にあると言える。　評価：A

②評価；B

中期目標

②地域のシンクタンクとして「地域連携推進センター」の役割を高める。

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1 地域連携推進センターがシンクタンク機能をもてるよう
に、民間企業との共同研究成果等を蓄積して、地元企業の問題
解決に応えられるようにする。

a 産官学コーディネーターを中心として、積極的
に企業訪問及び技術相談を行う。

これまでの技術研究相談に加え、本年度より、前橋
市、前橋商工会議所と「御用聞き型企業訪問実施のた
めの連携に関する協定」を締結し、３者連携のうえ、
御用聞き型企業訪問を行うなど、コーディネーターを
中心として、積極的に企業訪問・技術相談を行い、本
学教員とのマッチングを随時行った。

A

・平成27年4月1日協定締結
・３者による御用聞き型企業訪
問実施

・特別公開講演会　前橋新適塾
（1/23）229人参加
・空家シンポジウム（1/24）
175人参加
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①-2 他の教育研究機関とも連携して、市民を対象とする公開
講座を積極的に開催するとともに、既に市民向けに開放してい
る図書館のほか、大学機能の市民開放に努める。

a 他の機関の市民向け講座等に積極的に講師を派
遣する。

地域活性化研究事業に採択した７課題について、研究
成果を前橋商工会議所が主催する「まちなかキャンパ
ス」において発表した。

B 71

b 引き続き、大学の市民開放を進めるため、大学
を会場とする公開講座等を実施する。

大学の市民開放を進めるため、産学連携フォーラム
（平成26年度公募型共同研究事業成果発表会・
7/23）、こども科学教室（8/8、9）、学園祭こども科
学 教 室 （ 10/24 ） 、 公 開 講 座 （ 11/20 、 11/27 、
11/28）、専門講座（10/21、11/18、12/2、12/12、
12/19）を開催し、大学機能の市民開放へ寄与した。
また、本学と「大学教育研究連携に関する協定」を締
結している群馬医療福祉大学との共催による特別公開
講演会 前橋新適塾（1/23）、本学と共同研究を実施
している前橋市との共催による空家シンポジウム
（1/24）を新たに開催した。

A

②評価：B

②評価：B

①特別公開講演会や前橋市とのシンポジウムでは、多数の市民の参加があり、より
地域貢献を果たすことがでており、評価できると思います。

②様々なイベントを通じて大学の市民への開放に努め，また多くの市民の参加が見
られる等、中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にあると言える。　評価：A

中期目標

①地域の教育機関、周辺大学、産官学の連携を通して、地域社会への貢献を果たし、地域の活性化を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 地域の民間企業や教育機関との連携を強化して、共同研
究、アドバイザー、講師派遣等様々な形で、地域社会の求めに
対応できるようにする。

a 産官学コーディネーターを中心に、地域の産業
界及び教育機関との連携を推進する。

群馬産学官金連携推進会議（7/6）では本学のブース
展示を行い、また、パネルディスカッションのコー
ディネーターを務めるなど、大学の存在感を高めるこ
とに成功した。

B



　　(4) 国際交流に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価④

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価④

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

全体評価③
（１）評価④

　　(5) 教員の資質向上に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

中期目標

①教員が高い意識を持って、教育や研究だけでなく地域貢献にも積極的に取り組む体制を構築する。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 総合的な教員評価システムをきちんと整備し、その中
で、教職員の地域貢献についても評価対象とする。

（計画達成） （計画達成）
-
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③-2 優秀学生の海外留学について後援会・同窓会の支援が得
られるよう協議を行う。

a 同窓会での英会話教室の継続や後援会での海外
留学等の支援など通じて、学生に国際化時代に対
応する能力を身に付けさせる。

同窓会から、モナシュ大学付属語学学校への語学研修
費へ約34万円財政支援をしていただいた。英会話教室
も実施していただき、年間20回、延べ327名の参加者
があった。後援会から、4名の海外留学等支援をして
いただいた。また、TOEIC受験料の助成を33名が受
け、TOEIC優秀者表彰制度により8名が表彰された。

B

新規の取り組みもあるが、計画
していた内容であるため、Ｂ評
価とした。
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中期目標

③異文化との交流を通じて国際感覚やコミュニケーション能力の向上を図るため、学生を積極的に海外の大学や研究機関等に派遣する。

中期計画 年度計画 業務の実績
③-1 海外での語学研修のため学生を引き続き派遣する。（モ
ナッシュ大学付属語学学校（オーストラリア））

a 学生の英語力を身に付けさせるために語学研修
を継続する。なお、英語圏などの提携校を模索
し、英語教育を強化していく。

モナッシュ大学付属語学学校への語学研修派遣の募
集・選考・研修を実施し、4人の学生を派遣し、報告
会を実施。次年度派遣の募集も開始した。

B

②評価；B

②後援会（同窓会）から、4名の海外留学等支援を受けた事並びに３３名の学生が
TOEIC受験料の助成を受けた事は評価できる。これについては自己評価のランクを上
げても良いのでは無いか？　　　　評価；保留

③今後の技術者にとって、国際性は重要な素養であり、引き続き取り組みをすす７
目ていただきたい。後援会（同窓会）から、4名の海外留学等支援を受けた事並びに
３３名の学生がTOEIC受験料の助成を受けた事は評価できる。これについては自己評
価のランクを上げても良いのでは無いか？　　　　評価；B
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②-2 学生の交換留学について、アジア地域での新たな交流大
学を開拓するとともに、留学生の受入れ方策について、検討を
行う。

a タイの国内情勢を踏まえ、タイ王国カセサート
大学との交換留学を開始し、派遣・受入条件等の
協議を行う。また、タイ以外のアジア諸国におい
ても、新たな交流大学を開拓するための検討を行
う。

受入れについては、先方の要望を踏まえ調整してい
く。派遣については、外務省等のタイ国内の動きに係
る注意喚起により、昨年度は派遣中止を決定してい
る。本年度も状況に変化はなく、さらに8/17に爆弾テ
ロが起こったことからも、引き続き、派遣は行わなわ
ず、タイの国内情勢を注視していくこととした。

B 81

②-1 既に交流のある北京工業大学との間では今後も継続して
交換留学を実施していくとともに、教員間での共同研究が開始
されている吉林建筑工程学院城建学院との間で学生の交換留学
の制度化を図る。

a 引き続き、北京工業大学との交換留学を行う。 北京工業大学へ大学院生２名を派遣し、北京工業大学
の大学院生２名の受入れを行った。 B 79

b 吉林建筑大学城建学院との交流のあり方につい
て検討を行う。

これまでに教員間で取り組んだ教科書作りが終了し
た。今後は、学生交流のあり方について検討を継続す
る。

B

教科書については、吉林建築学
院で授業に使用するもの。

②評価；B

②実績欄にある「教科書作り」とは、留学生用に特化した教科書と言う事か？その
内容によっては評価を上げても良いのでは無いか？　評価；保留

③実績欄にある「教科書作り」とは、留学生用に特化した教科書と言う事か？その
内容によっては評価を上げても良いのでは無いか？　評価；保留

②２７年度中の派遣中止に関しては止むを得ないものと判断する。　　評価；B

中期目標

②国際交流のさらなる活性化のために、従来から実施してきた中国からの留学生の受入れを継続的に行うとともに、他のアジア諸国からの留学生も積極的に受け入れる。

中期計画 年度計画 業務の実績
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①-2　教員の海外研修事業を強化する。 a 引き続き、重点研究費（海外短期研修費）の配
分方法等を検討する。

外部資金取得（応募含む。）等を応募条件とし、外部
資金の取得または応募実績のある教員にのみ採択・配
分を行った。

B 78

中期目標

①研究と教育における多様な価値観を共有し、国際的な貢献を果たすため、世界各国の大学、研究機関等との教員相互の連携と交流をさらに深めていく。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 国際交流は、教員個人の研究交流の中から、必要なもの
を大学の事業とし、積極的に取り組む。既に連携している北京
工業大学と平成２４年度に協定を締結した吉林建筑工程学院建
学院との交流は、相互交流を持続する。

a 教員の要望を踏まえ国際交流に関する情報を収
集し、大学としての交流事業の地域的多様性につ
いて検討するとともに、連携及び交流が図れるも
のについては、教員の派遣を行う。

建築学科 石川教授が平成２７年３月にベトナムのダ
ナン工科大学を訪問し特別講義を実施した際、本学と
の研究交流に向けた話し合いを行い、本年度、さらな
る連携協力を深めることに合意したため、平成２７年
９月に星学長及石川教授がダナン工科大学を訪問し、
ダナン工科大学との協力と交流に関する協定を締結し
た。また、本協定の調印式にあわせて開催したワーク
ショップ参加のため、学生４人を派遣した。

A

・平成27年9月18日、協定締結
・ワークショップ開催（学生4
人派遣）

①国際交流が一段と進展しており、高く評価できます。ダナン工科大学との協定締
結に際して開催されたワークショップに学生4人が参加できたことも高く評価できま
す。その成果を他の学生や教職員に広めるために、帰国後の報告会を行うなど、検
討していただけるとよいと思われます。

②新たにベトナムの有力大学との交流協定を締結する等、中期計画の達成に向けて
特筆すべき進捗状況にあると言える。　評価：A

②評価；B



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価⑤

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（１）評価⑤

　２　業務運営の改善及び効率化に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

中期目標

③教員の教育力の向上を目的とした研修等の取組を、組織をあげて積極的に行う。

89

中期計画 年度計画 業務の実績

中期目標

①法人の経営及び運営の責任者である理事長と、大学の教育研究の責任者である学長がそれぞれのリーダーシップを発揮し、法人の円滑な経営と大学の教育研究の発展に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 法人化の趣旨がきちんと定着するよう、理事長と学長は
協議し、学内のコンセンサスの形成につとめ、効率的で公正な
大学運営に当たる。

a 理事長及び学長の役割を明確にしつつ、学内コ
ンセンサスの形成に努める。

それぞれの役割について、全体会議などの場で教員に
周知し、法人化の趣旨が定着するようにした。 B

②評価；B

A

資料９「教員の任期に関する規
程」
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②当初の計画を超え、平成２７年度中に全ての新任教員に対して任期制並びに任期
の定めの無い教員への移行に関する規定を定めており、中期計画の達成に向けて特
筆すべき進捗状況に有ると言える。　　評価；A

④-2 新任の助教及び助手に対する任期制の導入の有無及び導
入する場合の方法を平成２７年度までに検討する。

a 平成２６年度の検討結果を踏まえ、導入の可否
を判断する。

「公立大学法人前橋工科大学教員の任期に関する規
程」を平成２７年７月１日に制定した。なお、助教及
び助手だけでなく、施行日以降に募集する全ての新規
採用教員に適用することとした。

87

中期目標

④教員の人事評価制度については、研究の成果や実績だけでなく、教育や地域貢献活動における業績等の幅広い活動実績を総合的に評価できる制度を新たに構築する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 教員の教育及び研究活動について、新たに総合的教員評
価システムを導入する。新たなシステムは、自己評価を基礎
に、学生による事業評価、学科の運営管理に関する貢献度、民
間企業との共同研究等地域社会への貢献度等を評価項目に取り
入れたものとし、平成２５年度に試行を行い、２６年度から本
格導入する。

a 平成２６年度の教員人事評価の結果を踏まえ、
教員の負担にならないように運用方法等の改善を
検討する。

平成２６年度の教員人事評価の結果を踏まえ、より公
正公平な人事評価をするために、人事評価マニュアル
の改正を実施した。

B
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b 平成２６年度の授業参観の実施内容を検証し、
全教員が他の教員が行っている授業を参観できる
ように見直す。

昨年度までの対象授業を限定した方法ではなく、期間
内で本学常勤教員すべての授業を参観できるように実
施方法を改善した。

A

延べ参加人数
H25  45人
H26  31人
H27 113人
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③-1 毎年度、学長を中心に学内において、教員の教育力向上
のための研修計画を立て、これに基づき教員相互による授業参
観や各種の研修会等を実施する。

a 平成２６年度の結果を検討し、引き続き教育力
向上のための年間研修計画を立案し、実行する。

今年度の方針を、ＦＤ委員会で確認し実行した。

B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。FD委員会の取り組み内容が分かると
なお良いと思われます。

②評価；B

①期間内に常勤教員のすべての授業を参観できるように実施方法の改善が図られ、
授業参観者が大幅に増加したことは高く評価できます。

②教員相互による授業参観について、全ての授業を参観できる様にした事で，参加
人数の大幅な向上が見られる等、中期目標の達成に向けて特筆すべき進捗状況に有
ると考えられる。　評価；A

②業績評価は組織の要であり、今後とも教員の過度な負担を避けつつ、公正な評価
が実施できる体制の構築に向けて努力をお願いしたい。　　評価；B

公募期間を長くとれるよう、５月に公募を実施した。

B 84

中期目標

②教員の採用については、公募制の厳正な運用により、大学にとって有用な人材の確保及び育成を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績
②評価；B②-1 教員採用については公募制により広く人材を求め、本学

の学習教育目標とそれに沿った教育実践が実行できる教員を採
用する。

a 幅広い人材を求めるため、可能な限り年度の早
い段階で公募を開始するなど、公募期間を長くと
れるように、教員の採用事務を改善する。



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（２）期待①

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（２）期待②

（２）期待②

（２）期待②

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

②評価；B

②評価；B
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中期目標

③簡素で効率的な業務運営が図れる組織体制を構築するとともに、意思決定過程を明確化し、より開かれた組織運営を目指す。

中期計画 年度計画 業務の実績
②中期計画に有る様に、構成員の意識改革も重要である。この点についても取り組
みを強化して行っていただきたい。　　評価；B

②各種会議の透明化は組織の強化のために重要であり、引き続き取り組みを強化し
ていただきたい。　　評価；B

②各種会議の透明化は組織の強化のために重要であり、引き続き取り組みを強化し
ていただきたい。　　評価；B

②評価；B

②評価；B

②-3 公立大学法人化により、大学が自主的かつ自律的な活動
を行わなければならないことを全ての教職員が自覚し、各自が
年間目標を立て、自己管理する。

a 引き続き教員が明確な目標を立てられるよう、
中期計画、年度計画等についての理解を促す。

教員評価のための説明会を開催し、今年度からの変更
点等の説明を行った。また、今年度から期首と期末の
２回の面談を実施することを制度化した。なお、教育
研究審議会や教授会だけでなく、学長の出席できる委
員会で考え方を表明した。

B 92

b 事務職員については、引き続き前橋市の人事評
価制度に準じて人事評価を行う。

事務職員については、前橋市からの派遣職員であるた
め、前橋市の人事評価制度に基づいて人事評価を行っ
た。

B

②-2 グループウェアを活用し、業務に係る情報の共有化を推
進する。

a 全体会議等の機会を通じて理事長及び学長の運
営方針等を周知する。

全体会議の機会を通じて理事長及び学長の運営方針等
を周知した。 B 91

B 90

中期目標

②教職員一人一人が、組織における役割を理解し、業務運営の改善及び効率化に向けて取り組む。

中期計画 年度計画 業務の実績

⑤-2 事務職員については、市職員の派遣を削減するため、事
務の合理化による必要人員の削減、業務の外部委託等を進め
る。

a 平成２７年度末で前橋市からの派遣職員が２人
削減されることから、事務職のプロパー職員を採
用する。採用試験に当たっては、採用説明会の開
催や各大学への訪問を行うなど、優秀な職員を採
用できるように積極的な採用活動を行う。

事務職員採用活動及び採用試験を実施し、３人採用し
た。採用試験説明会：6/25,6/27。試験案内の送付：
市関係及び県内４大学。広報まえばし掲載：7/1号。
インターネット情報サイト掲載：7/3～7/31。第１次
試験：8/30。第２次試験：9/24～9/28。第３次試験
10/28～11/2。

B 99

⑤-1 法人に、人員計画や人事方針を立案するための人事委員
会を置く。

（計画達成） （計画達成） -

②評価；B

中期目標

⑤教職員数について、中長期的な視点で人員計画を策定し、業務運営を的確かつ効率的に行うために必要な体制を整える。

中期計画 年度計画 業務の実績

④-2 ④-1の検討結果については、必要に応じて法人の審議機
関に諮り、実行する。

a 大学認証評価受審に向け審議機関で総点検を行
い、改善を要すると法人審議機関において判断し
た項目について改善策を検討し、実行する。

大学認証評価の受審に向け、改善を要する項目につい
て改善策を検討した。 B 98

97

中期目標

④教育・研究上の基本組織は、社会情勢の変化や時代のニーズに柔軟に対応するため、必要に応じて改組及び改編を検討する。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 大学の自己点検評価を毎年度１回行い、社会情勢の変化
や時代のニーズに対応できているかの視点により課題を洗い出
し、必要に応じて学科の改組又は改編を含めた対応策を評価・
改善委員会等で検討する。

a 平成２８年度に大学認証評価を受審するにあた
り、自己評価を継続実施するとともに、評価項目
について再点検を行う。

大学認証評価の受審に向け、自己評価を行い評価項目
の再点検を行った。

B

B 95

③-3 理事会、経営審議会、教育研究審議会、教授会及び工学
研究科会議の会議内容については、グループウェアを活用し、
会議結果を教職員に公表する。

a 引き続き理事会、経営審議会、教育研究審議
会、教授会及び工学研究科会議の会議録を一定期
間グループウェアに掲載し、教職員に周知を図
る。

各会議の資料、会議録等については、適宜、サイボウ
ズ（グループウエア）に掲載した。

B 96

③-2　理事会等各組織の所管事項を組織規程等で明確化する。 a 引き続き、会議の説明資料等をグループウェア
に掲載する。

各会議の資料、会議録等については、適宜、サイボウ
ズ（グループウエア）に掲載した。

③-1 制度上の要求やコンセンサスの形成のために、学外の有
識者や多くの教職員の参加を求めて、理事会をはじめ、様々な
審議会や委員会を設置・運営しなければならないが、このこと
が効率的な大学運営を妨げたり、迅速な意思決定を阻害したり
することのないよう、常に、構成員の意識改革と運営体制の改
善につとめる。

a 委員会の構成員については、意見が偏ることの
ないよう選出する。

各学科、センター等から各種委員会等の委員の選出を
行った。

B 94

②FD参加状況についても教員の業績・活動評価に組み入れる等して、取り組みを継
続していただきたい。　評価；B

②評価：B

②-1 教職員を対象とした業務運営に関する研修を毎年度開催
し、組織に係る役割や組織におけるルールの周知徹底を図る。

a 外部団体のＦＤ（ファカルティ・デベロップメ
ント）研修会に教員を参加させることにより、他
大学との情報収集や意見交換を行い、業務改善や
効率化の事例を学内の研修会で周知する。

本学教員２名が外部団体主催の研修会に参加し、次年
度当初に研修報告を行うこととした。



　３　財務内容の改善に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（３）期待①

　４　自己点検・評価及び情報公開に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

②評価；B

B 108

①-2 各事業年度における業務の実績に係る評価委員会の評価
結果等を大学のホームページ等を通じて公表するとともに、そ
の結果を翌々事業年度の事業計画に反映させる。

a 評価委員会の評価結果を大学のホームページ等
で公表するとともに、平成２８年度の年度計画に
反映させる。

評価委員会の評価結果については、ホームページで公
表するとともに、教授会、教育研究審議会等の会議に
おいて情報を共有し、平成２８年度の年度計画を作成
する際の検討資料とした。

B 109

②評価；B

②評価；B

業務の実績
①-1 認証評価機関による評価を平成２８年度までに受け、そ
の結果を大学のホームページを通じて公表するとともに、次期
中期目標、中期計画に反映させる。

a 次期の認証評価に向けて準備を進める。 大学認証評価の受審に向け、自己評価書の作成のほか
訪問調査の準備を行った。

d 入札書の事前提出（郵送等）を認めることによ
り、事業所の所在地が遠方であること、入札日に
都合がつかないこと等の理由により、入札に立会
いができない業者の入札参加を可能にし、競争性
を高める。

入札書の事前提出を認めた結果、入札日に立会いがで
きない業者が事前提出をすることで、応札業者数を確
保し、競争性を高めることができた。なお、事前提出
業者が落札をしたケースもあった。

B 107

中期目標

①自己点検・評価の実施に加え、第三者評価を定期的に受け、これらの評価結果を公表するとともに、評価結果を踏まえ、大学運営の改善に取り組む。

105

c 公正で効率的な業者選定及び契約事務が行われ
るよう、役務等契約事務の職員研修を行うととも
に、法改正や制度変更に関係する情報をグループ
ウェアを通じ、速やかに職員に周知する。

役務等の契約事務の進め方に関する研修会は、新年度
からの制度変更に関する注意喚起も含まれるので、年
度末の3月１７日に開催した。 B 106

③-1 人員計画に基づく適正な人員配置、業務の外部委託や人
材派遣の活用、入札の公正で効率的な実施、省エネや消耗品の
節約等、あらゆる方途を駆使して、管理的経費の節減と効率的
で公正な執行に努める。

a 引き続き人事計画に基づき、教員、事務職員と
もに定員の適正管理に努める。

人事計画に基づき、教員（２人）及び事務職員（３
人）を採用した。 B 104

b 附属図書館の全面委託化の検討結果に基づき、
委託に向けた準備を進める。

平成２８年４月から図書館運営業務を民間事業者に全
面委託することが決定した。委託化に先立ち、１１月
から３月まで委託先から職員１名を派遣させ、円滑な
業務の移行を図った。 B

中期計画 年度計画

②評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。業務の移行に注力するだけでなく、
委託することにより教職員、学生へのサービスの低下等の影響がないかどうか、検
討を行う必要があると思われます。

②評価；B

②評価；B

中期目標

③大学の管理運営業務の効率化や、人員配置の適正化等により、管理的経費の抑制を図る。

中期計画 年度計画 業務の実績

②-2 地域の研究ニーズの情報収集及び当該情報の教員への周
知により、受託研究の拡充を図る。

a 引き続き、産官学との連携により、地域ニーズ
に係る情報収集を行うとともに、本学教員の研究
業績等の情報を地元産業界等に発信することで、
受託研究に結びつける。

共同研究38件（うち公募型共同研究13件）、受託研究
6件の契約、教育奨励寄附金18件の受入、国の競争的
外部資金5件の交付実績があり、総額約479万円の間接
経費を確保した。

B 103

②-1 競争的資金に関する情報を幅広く収集し、全教員に対し
て提供する。

a 引き続き、競争的資金に関する情報について、
学内のグループウェアや研究委員会を通じて情報
を提供する。

事務局に届いた情報については、文書、メール等によ
り関係教員に情報提供した。 B 102

②評価；B

②受託研究の拡充に向けて、引き続き取組の強化が望まれる。　　評価；B

中期目標

②自主的かつ自律的な大学運営を行うため、外部資金及び競争的資金の積極的な導入を図り、大学運営に必要な財源の確保に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績

a 各係の事務における不要な事務の排除、各事務
の工数の把握などにより、柔軟に事務局の体制を
見直す。

嘱託員等の雇用ヒアリングの機会を通じて、各係にお
ける業務量の把握等を行い、平成２８年度の事務局体
制作りの参考とした。

B 101

①-2　業務内容の変化や業務量の変動に応じて、事務組織及び
事務処理方法を常に、柔軟に、改善する。

①-1 地方独立行政法人会計基準にのっとり財務内容を透明化
し、毎年度、財務諸表等を公表する。

a 平成２６年度の財務諸表について、地方独立行
政法人会計基準に基づき適切に作成し、地方独立
行政法人法の定めによる前橋市長の承認後、速や
かにホームページにおいて公表する。

平成２６年度の財務諸表については、理事会の承認を
受け、法の定めに基づき前橋市長の承認を受けた同日
中（９月３０日）に掲示場にて公告するとともに、
ホームページにおいて公表を行った。

B 100

②評価；B

②評価；B

中期目標

①財務情報の公開等により、財務内容の透明化及び効率的な経営を図り、法人としての経営基盤を強化する。

中期計画 年度計画 業務の実績



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（４）期待①

（４）期待①

（４）期待①

　５　その他業務運営に関する重要な目標に関する目標

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（５）期待①

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（５）期待②

（５）期待③

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。HPで公開した件数が示されるとなお
良いと思われます。

②上記110〜112は何れも大学としての情報発信と言う意味で重要な取り組みであ
り、引き続きこのような取り組みを強化していただきたい。評価；B

①評価；B

①概ね順調な進捗状況に有ると考えられます。積極的な情報発信に取り組めたかど
うか、具体的に説明できるとなお良いと思われます。

②本取り組みは大学としての情報発信と言う意味で重要であり、引き続きこのよう
な取り組みを強化していただきたい。評価；B

②定員を満たしていない専攻も見受けられる事から、引き続き入学者の確保に努め
ていただきたい。　評価；B

②実績欄の記述が少ない。例えば、幾つくらいの企業に依頼したのか？また、その
結果は？　評価保留

②博士後期課程では、ほぼ定員を満たしている。今後は市内・県内の学生増を目指
して、引き続き取組の強化をお願いしたい。　　評価；B

②年度計画では「長期履修制度を実施する」とあるが、実績欄では「各種諸問題を
解決するための検討を行った」とあり、計画を実施できていない様に見えるが？
評価；保留

③評価；B

②評価；B

②-1 博士前期課程においては、「大学院教育に関する目標を
達成するための措置（１－（１）－イ）」を確実に実施し、入
学者の確保を図る。

①-2 教員の研究成果及び地域貢献活動並びに大学の各種事業
等についてホームページ等により、積極的に情報を発信する。

a ＣＭＳツールを用いて記事の更新頻度を上げ、
大学のイメージや旬な情報を発信するとともに、
大学案内冊子とホームページで大学のイメージを
統一する。また、大学案内冊子及びホームページ
の充実を図りながら、本学のイメージ向上に取り
組む。

CMSツールを用いて大学の各種事業について情報発信
し、大学案内冊子とイメージを統一したホームページ
の充実を図った。また、ホームページの構成等分かり
やすい様に改善を行った。 B 114

119

b 長期履修制度を実施する。 詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。

B

導入に向け議論を行った結果課
題が明確になり、関係各機関と
の調整や現状に合わせた実施体
制の構築など単年度で導入する
ことが難しいため、導入に向け
継続議論を行うことになった。

118

②-3 ティーチング・アシスタント及びリサーチ・アシスタン
トの制度等を充実させ、大学院の学生の経済的支援の体制を確
立する。

a ＲＡ（リサーチ・アシスタント）制度等の新
設、大学独自の奨学金制度により、大学院生の経
済的支援体制を構築することを検討する。

詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。

B

②-2 博士後期課程においては、「大学院教育に関する目標を
達成するための措置（１－（１）－イ）」の確実な実施に加
え、内部進学を拡大しうる指導体制及び社会人が履修しやすい
制度の構築により、入学者の確保を図る。

a 本学学部生が本学大学院に進学する場合は、大
学院の入学金を免除することを検討する。その財
源等について検討する。

詳細な議論を行うため、大学院関連事項を検討するＷ
Ｇを立ち上げ、他機関との調整や各種諸問題を解決す
ための検討を行った。 B 117

113

115

116

中期目標

①教育研究成果や社会活動状況等を積極的に発信し、大学のブランド力を強化する。

中期計画 年度計画 業務の実績
①-1 大学及び各教員の教育研究業績及び地域貢献等に関する
基礎的な情報を収集及び整理し、大学のブランド力強化に向け
ての戦略を策定する。

a 経営戦略等を検討するためのWGを発足させる。 前橋工科大学将来検討ＷＧを１２月に発足させ、会議
を実施した。 B

②-2 地域連携推進センターの事業実績について、大学のホー
ムページ等を通じて公表する。

a 地域連携推進センターの行った事業の概要につ
いて、できる限り早くホームページで公表する。

地域連携推進センターの行った事業の概要について、
企業の営業秘密、特許情報に配慮しつつも迅速なHPで
の情報公開に努めた。

B 112

a 半期ごとのガイダンス等で大学院進学のメリッ
トを丁寧に説明し、内部進学希望者の増加を目指
す。

b 企業との共同研究等を通じて、共同研究先から
大学院生を受け入れることを検討する。

半期ごとのガイダンス等で大学院進学のメリット等に
ついて説明を行った。

共同研究先に依頼を行った。

B

B

中期目標

②工学研究科の入学者を確保するとともに質を向上させ、大学院における教育及び研究を充実させる。

中期計画 年度計画 業務の実績

110

b 群馬県地域共同リポジトリに研究紀要掲載論文
を掲載するとともに、ホームページでの広報につ
いて検討する。

平成26年度研究紀要に掲載した論文を群馬県地域共同
リポジトリへ掲載した。また、附属図書館のページに
同リポジトリへのリンクを掲載している。

B 111

中期目標

②市民や地域社会に対する説明責任を果たすため、大学の研究成果や社会活動状況をはじめ、法人の組織及び運営等の各種情報を積極的に公開する。

中期計画 年度計画 業務の実績
②-1 教員の研究分野、研究業績等を大学のホームページ等を
通じて公表する。

a 引き続き、教員の研究分野、研究業績等を大学
のホームページを通じて公表し、情報を年に１度
以上更新する。

各教員の紹介ページの内容について、昨年度の研究成
果を追記し更新した。また、新規採用教員の紹介ペー
ジを新設した。

B

②評価；B

②評価；B



自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

（５）期待④

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（５）期待⑤

②評価；B

②今後周知の仕方（メール？回覧文書？）等も検討し、確実な情報共有の達成をお
願いしたい.評価；B

②実績欄の表記について、どの部署からどの部署に促したのか分かる様に表記して
いただきたい。評価；保留

③評価；B

②評価；B

②評価；B

②評価；B

②評価；B

②評価；B

②評価；B

⑤-3 不正行為や反社会的行為を行った教職員については、厳
正な処分を行うとともに、必要な場合は告訴・告発等、法律に
基づく対応をきちんと行う。

a 懲戒処分規程、不正防止計画等の学内規程、法
令等に則り、危機管理個別マニュアルに基づき対
応する。

発生した案件については、危機管理マニュアルに基づ
き、適正に処理を行った。 B 132

⑤-2 不正行為や反社会的行為が発生した場合は、組織的な検
証を行い、検証結果を公表する。

a 引き続き、不正行為等について、事実の公表等
を徹底する。

今年度については、公表する案件はなかった。
B 131

②評価；B

②評価；B

⑤-1　不正行為や事故を組織的に防ぐためのマニュアルである
「コンプライアンス行動指針」の徹底のために、毎年度全教職
員を対象とした研修会を実施するとともに、行動指針の見直し
を常時行う。

２月に開催した全体会議の中で、コンプライアンス行
動指針を全職員に配付し、内容の再確認を行った。

B 130

B 129

中期目標

⑤大学におけるコンプライアンス（法令遵守）を推進し、不祥事や事故の防止に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績

④-2 設備については常に使用目的が達せられるよう、適切に
管理する。

a 改修、修繕等については、予算や時期を見極
め、適切に対処する。

緊急性を要する改修及び修繕について、随時実施し
た。

②評価；B

②コンプライアンスに関しては大学の教育・研究・地域貢献活動を進める上で重要
な課題であり、引き続き内容の周知と徹底に努めていただきたい。　評価；B

127

b 耐震基準を満たしていない建物について、引き
続き前橋市の行政管理課等と協議を進めるととも
に、施設運用上必要となる最低限の工事を随時行
う。

実験棟の設計業務について、行政管理課等と協力して
進めた。また、施設運用上必要となる最低限の工事に
ついても、実施した。

B 128

中期目標

④大学の施設及び設備については、学生の学ぶ環境を向上させるため、老朽化等に対応した改修や整備を行う。

中期計画 年度計画 業務の実績
④-1 大学の施設については、耐震診断等各種の点検を行い、
この結果に基づく施設保全計画及び施設整備計画を前橋市と協
同で策定する。

a 引き続き危険箇所の解消のため、スロープ設置
等の工事を順次実施する。

実験棟１南のアスファルト舗装部など、歩行等に支障
がある部分について、休業期間中に舗装工事を実施し
た。

B

③-6 避難訓練の実施、学内危険個所の洗い出し、複数の避難
経路の確保等を行う。

a 引き続き消防訓練を実施するとともに、避難経
路等が常に確保できるよう点検を実施する。

避難経路の確保については、常に各建物の状況を把握
し、是正を実施している。消防訓練については、１月
に実施した。

B 126

③-5 法令及び法人規程に基づいた労働環境の整備や改善を行
う。

a 引き続き産業医による職場巡視を定期的に実施
し、危険箇所の改善を図る。

計画表に基づき、前期（メイビットホール及び売店）
と後期（体育館及びクラブ棟）に職場巡視を実施し
た。指摘のあった箇所については、順次改善を図っ
た。

B 125

B 123

③-4　災害発生時の緊急連絡網を整備する。 a 非常時の連絡手段について、電話以外について
も検討する。

連絡手段として、無線機（１２台）を導入し、１月に
開催した消防訓練において活用した。 B 124

③-3 情報セキュリティポリシーを策定し、全教職員に周知徹
底する。

a 情報セキュリティ研修を引き続き実施するとと
もに、監査と問題点の改善を行う。

外部講師による情報セキュリティ研修を実施した。外
部監査を実施した。

121

③-2　各分野における危機管理マニュアルを策定する。 a 危機管理マニュアルについて、適宜見直しを行
う。

危機管理マニュアルについて、随時更新を図るよう促
した。

B

所管の総務課総務企画係から、
事務局長通知により各個別マ
ニュアルの担当課（係）に依頼
を行った。

122

③-1 施設及び設備の維持管理を適切に行うために施設維持管
理マニュアルを策定する。

a 施設管理マニュアルについて、適宜見直しを行
う。

施設管理マニュアルについて、随時更新を図った。
B 120

b 引き続き施設管理についての情報の共有化を実
施する。

教職員及び学生に係る施設管理上の情報について、そ
の都度周知し、情報共有を図った。

B

中期目標

③学生の安全確保のため、施設の維持管理を適切に行うとともに、災害発生時や大学の知的財産流出等の恐れが生じた際の危機管理体制を確立し、迅速かつ的確な対応が統一的に行える体制を整える。

中期計画 年度計画 業務の実績



 

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.
（５）期待⑥

自己評価 補足事項(実績等) 評価、意見等 NO.

②評価：B

②できれば直近の新任教員公募要領などについても確認させていただきたい。
評価；B

③評価；B 　　尚、平成25・26年度にそれぞれ教授１准教授１、准教授１の女性教
員採用を行っていることは評価できる。

②評価：B

②評価：B

②評価：B

中期目標

⑦環境を守ることを大学の責務として、環境に配慮した大学の維持管理を行い、環境保全に努める。

中期計画 年度計画 業務の実績

⑥-3 新任教員の公募に当たっては、女性からの応募が増える
よう、周知方法等にも配慮する。

a 男女共同参画推進の意識向上を図るため、教職
員向け研修の実施を検討する。

２月に開催した全体会議の中で、外部講師を招き、全
教員を対象に男女共同参画の意識向上を図るため研修
を実施した。

B

追加資料
教員公募要項

135

133

⑥-2 ハラスメントの相談体制を確立し、学生及び教職員に周
知する。

a 学生等にハラスメント相談の制度を周知すると
ともに、相談員の研修等を実施する。

新入生にガイダンスで周知するとともに、相談員の研
修を実施した。 B 134

中期目標

⑥大学として社会的な責任を果たすため、人権の尊重や男女共同参画の推進に取り組む。

⑦-3 ガソリンの消費量を減らすなど、ＣＯ２の削減に全学的
に取り組む。

a 公用車の利用頻度を踏まえて、公用車の台数の
削減を検討する。

公用車について、使用状況等を鑑み、１台の削減を実
施した。 B 138

B 137
⑦-2　節電・節水に全学をあげて取り組む。 a 引き続き節電及び節水が図られるよう、周知活

動を行う。
周知活動に伴い、前年度に比べて、電気使用量が２％
程度減少できた。

⑦-1 物品の購入に当たっては、グリーン購入法の適合商品等
の環境に配慮した商品を優先して購入する。

a 大学で調達する物品全般につき、やむを得ない
場合を除き、エコマーク等環境ラベルが記載され
ている商品から選択するよう教職員に周知徹底す
る。

全教職員に対しメールで周知をしたうえ、4/15の教授
会において重ねて周知した。 B 136

中期計画 年度計画 業務の実績
⑥-1 全教職員を対象とした研修会を毎年度実施することによ
り、ハラスメントを防止する。

a 引き続きセクハラ、パワハラ、アカハラについ
て、新たな話題を提供できるよう、材料を検討す
る。

１０月に開催した全体会議の中で、全教員を対象にハ
ラスメントに関する関するＤＶＤを視聴し、意識の向
上を図った。

B

②ハラスメント防止は全ての組織に取って重要課題であり、引き続き取り組みをお
願いしたい。　　評価；B
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